




 

具体的には、 

（１） 経営トップへの働きかけ（トップセールス） 

労働基準監督署長、公共職業安定所長が企業の経営者層等と面談の上、働き方改革の

実行に向けた課題や問題点などを傾聴し、IT 技術などを利用した生産性向上を進めるた

めの助成金活用、人材不足の緩和に向けた職場環境改善や求人条件等のアドバイスを行

う。 

（２） 企業管理者層への働きかけ（専門スタッフ対応） 

あいち働き方プランナーとハローワークの企業支援部門の担当者が連携し、働き方改

革の取組みが必要と考えられる企業を訪問するなどにより、働き方改革の実行に向けた

課題や問題点の洗い出しを行い、その課題の克服に向けたアドバイスを行う。 

（３） 働き方改革担当者などへの働きかけ（企業支援を行うすべての職員） 

より良い労働環境の整備に向け、時間外労働の上限規制、年次有給休暇の付与義務、

産業医・産業保健機能の強化、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保等、働き方改革

関連法（労働基準法、パートタイム・有期雇用労働法など）の改正内容について、企業

（特に中小企業）が自主的な取組みより定着するように、企業の業種、規模等の状況に

応じて、必要な情報をわかりやすく提示し、相談支援を行う。 

 

３ 人手不足企業（特に中小企業）における生産性向上に向けた取組支援等 

企業が AI、IoT、RPA などの IT技術を活用した省力化や生産性向上を積極的に進めるため助

成金の利用促進及び関係機関・団体、金融機関、IT関連民間企業などと連携し、企業向け IT技

術を活用した生産性向上事例の情報提供や紹介などきめ細かな支援を行う。 

具体的には、人手不足対策、長時労働対策、テレワーク対策など企業のニーズにあった IT機

器の紹介及び IT 機器導入に伴う助成金の活用方法、さらに IT機器導入に伴う問題解決ができ

ない場合の専門機関への紹介、RPA の理解を促すセミナーの開催などきめ細かな対応により生

産性の向上を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ IT リテラシーを習得するための訓練及び人材の育成の強化 

第４次産業革命が進展する中で、中小企業等が事業展開を図るためには、技術力などの強み

を引き続き強化しつつ、業務の合理化・効率化を進めるなど、生産性の向上に向けた人材育成

支援の充実・強化を図る必要がある。 

また、IT リテラシー（現在入手・利用可能な IT を使いこなして、企業・業務の生産性向上
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